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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材上に、複数の層が積層されてなる積層体を形成するための積層体の製造方法であっ
て、
　基材上に、有機溶剤を含む３以上の塗工液を同時重層塗工することで３層以上の層が積
層されてなる塗工層を形成する塗工工程と、
　前記塗工層を乾燥する乾燥工程と、
　を含み、
　前記塗工工程において基材上に塗工される前記３以上の塗工液のうち、少なくとも１つ
の塗工液は、機能性材料及びバインダーを含む機能性材料含有塗工液であり、
　前記塗工工程では、前記機能性材料含有塗工液と隣接する少なくとも１つの隣接層用塗
工液によって、前記機能性材料含有塗工液に含まれる機能性材料が、該隣接層用塗工液を
介してバインダーを含む他の塗工液へ移行することを抑制しており、
　隣接層用塗工液が、
　（ｉ）機能性材料含有塗工液が含有している有機溶剤よりも粘度の高い有機溶剤を含有
しているか、
　（ｉｉ）増粘剤を含有しているか、
　（ｉｉｉ）機能性材料含有塗工液が含有しているバインダー樹脂よりも、分子量の高い
バインダー樹脂を含有しているか、
　（ｉｖ）機能性材料含有塗工液が含有している機能性材料よりも、その粒子径が大きい
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物質を含有していることを特徴とする積層体の製造方法。
【請求項２】
　前記乾燥工程では、ペクレ数が１以上となるように塗工層の乾燥が行われることを特徴
とする請求項１に記載の積層体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、積層体の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　基板上に、複数の層が積層されてなる積層体を形成する方法として、スロットダイコー
ター、カーテンコーター、スライドコーター、ロールコーター等の各種装置を用いて２以
上の塗工液を同時重層塗工する同時重層塗工法、或いは同時多層塗工法と称される方法が
提案されている（例えば、特許文献１）。この、同時重層塗工法は、複数の層を同時に形
成することで工程数を大幅に減少させることができ、また、各層の厚みを薄くできるなど
の利点を有し、近年、その注目は高まりつつある。
【０００３】
　同時重層塗工法に用いられる塗工液としては、上記特許文献１に提案されているように
、冷却ゲル化剤を含む水系の塗工液が一般的である。ところで、水系の塗工液には、該塗
工液中に含まれることができる材料の選択幅が狭いといった課題が存在しており、この点
から、水系の塗工液と比較して塗工液に含ませることができる材料の選択幅が広い有機溶
剤系の塗工液を用いた同時重層塗工法が望まれている。
【０００４】
　しかしながら、有機溶剤を含む塗工液を同時重層塗工した場合には、塗工液によって形
成される各層の界面において溶剤拡散によって有機溶剤が混じり合い、均一な積層体を形
成することが困難であるといった問題がある。また、近時、積層体を構成する各層に各種
の機能を付与する試みがなされており、このような各種の機能を有する積層体を同時重層
塗工法によって形成するためには、塗工液中に機能を付与する材料、例えば、機能性材料
等を含ませておく必要がある。このとき、機能性材料を含む塗工液と、該塗工液と接する
塗工液との界面で、有機溶剤が混じり合った場合には、機能性材料を含む塗工液中から、
該塗工液と接する塗工液中に機能性材料が移行してしまい、積層体を構成する各層に所望
の機能性を付与することができない場合が生じうる。つまり、各層に要求される機能性を
十分に発揮せしめるためには、機能性材料が含まれる塗工液から、他の塗工液中に機能性
材料が移行しないことが必要であるといえる。
【０００５】
　このような状況下、有機溶剤を含む塗工液を用いたときの溶剤拡散を防止するための各
種の提案がなされており、例えば、特許文献２には、複数の有機溶剤系の塗工液のうち、
下層を形成する塗工液に、真溶剤と他の溶剤比率をゲル化開始比率以上とした塗工液を使
用した多層塗工法が提案されている。また、特許文献３には、溶剤の層間混合を防止すべ
く、最下層を形成する塗工液の粘度よりも、最下層の次の層を形成する塗工液の粘度を高
くした同時重層塗工法が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－２５４３８６号公報
【特許文献２】特開２００３－６２５１７号公報
【特許文献３】特開平１－２０５１５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
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　しかしながら、上記特許文献２に提案がされている方法では、塗工層を調製するために
、複数の溶剤を用いる必要があり、塗工層の調製が困難であるといった問題がある。また
、特許文献２に提案がされている方法では、ゲル化した層が形成されることから、機能性
材料を十分に分散させることができないといった問題も生じうる。一方、特許文献３に提
案がされている方法では、比較的塗工液の調製は容易であるが、粘度を上昇させていった
場合には、機能性材料の分散性能が低下し、機能性材料を十分に分散させることができな
い場合や、該塗工液によって形成される塗工層の厚みが厚くなるといった問題が生じうる
。
【０００８】
　本発明はこのような状況に鑑みてなされたものであり、有機溶剤を含む塗工液を同時重
層塗工する場合において、塗工液中に含まれる有機溶剤や、バインダーの種別に制約を受
けることなく、各層に要求される機能性を十分に満足させた積層体を簡易的な方法で得る
ことができる積層体の製造方法を提供することを主たる課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決するための本発明は、基材上に、複数の層が積層されてなる積層体を形
成するための積層体の製造方法であって、基材上に、有機溶剤を含む３以上の塗工液を同
時重層塗工することで３層以上の層が積層されてなる塗工層を形成する塗工工程と、前記
塗工層を乾燥する乾燥工程と、を含み、前記塗工工程において基材上に塗工される前記３
以上の塗工液のうち、少なくとも１つの塗工液は、機能性材料及びバインダーを含む機能
性材料含有塗工液であり、前記塗工工程では、前記機能性材料含有塗工液と隣接する少な
くとも１つの隣接層用塗工液によって、前記機能性材料含有塗工液に含まれる機能性材料
が、該隣接層用塗工液を介してバインダーを含む他の塗工液へ移行することを抑制してお
り、隣接層用塗工液が、（ｉ）機能性材料含有塗工液が含有している有機溶剤よりも粘度
の高い有機溶剤を含有しているか、（ｉｉ）増粘剤を含有しているか、（ｉｉｉ）機能性
材料含有塗工液が含有しているバインダー樹脂よりも、分子量の高いバインダー樹脂を含
有しているか、（ｉｖ）機能性材料含有塗工液が含有している機能性材料よりも、その粒
子径が大きい物質を含有していることを特徴とする。

                                                                                
【００１０】
　また、上記発明において、前記乾燥工程では、ペクレ数が１以上となるように塗工層の
乾燥が行われることとしてもよい。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の積層体の製造方法によれば、塗工液中に含まれる有機溶剤や、バインダーの種
別に制約を受けることなく、各層に要求される機能性を十分に満足させた積層体を簡易的
な方法で得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の積層体の製造方法を説明するための工程図である。
【図２】塗工工程によって形成される各層を説明するための概略断面図である。
【図３】本発明の製造方法によって製造された積層体の一例を示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明の積層体の製造方法（以下、単に本発明の製造方法という場合がある。）
について図面を用いて具体的に説明する。なお、図１は、本発明の製造方法を説明するた
めの工程図である。
【００１４】
　＜＜積層体の製造方法＞＞
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　図１の工程図に示すように、本発明の積層体の製造方法は、塗工工程（Ｓ１）と、乾燥
工程（Ｓ２）を含む。以下、各工程について、本発明の製造方法で得られる積層体が、反
射防止フィルムの用途に用いられる場合を中心に具体的に説明する。なお、本発明の積層
体の製造方法は、以下に示す反射防止フィルムの用途に限定されるものではなく、機能性
が要求されるあらゆる積層体の製造に適用可能である。
【００１５】
　＜塗工工程（Ｓ１）＞
　塗工工程（Ｓ１）は、基材上に、有機溶剤を含む３以上の塗工液を同時重層塗工するこ
とで３層以上の層が積層されてなる塗工層を形成する工程である。本工程で用いられる、
基材上に塗工される前記３以上の塗工液のうち、少なくとも１つの塗工液は、機能性材料
及びバインダーを含む機能性材料含有塗工液であり、本工程では、機能性材料含有塗工液
と接する少なくとも１つの隣接層用塗工液によって、機能性材料含有塗工液に含まれる機
能性材料が該隣接層用塗工液を介して他の塗工液へ移行することを抑制している。
【００１６】
　本工程を説明するにあたり、同時重層塗工によって形成される各塗工層について図２（
ａ）、図２（ｂ）を用いて説明する。図２（ａ）は、基材１上に３つの塗工液を同時重層
塗工することで形成された塗工層を示す概略断面図であり、図２（ｂ）は、基材１上に４
つの塗工液を同時重層塗工することで形成された塗工層を示す概略断面図である。
【００１７】
　本工程の同時重層塗工に用いられる塗工液には、機能性材料を含む機能性材料含有塗工
液、及び、機能性材料含有塗工液によって形成される塗工層と隣接する塗工層を形成する
ための隣接層用塗工液、及び隣接層用塗工液によって形成される塗工層の、機能性材料含
有塗工液によって形成される塗工層とは反対側に位置する他の塗工層を形成するための塗
工液がある。これらの塗工液には、必須の材料として有機溶剤が含まれる。以下、機能性
材料含有塗工液によって形成される塗工層を機能性材料含有塗工層といい、隣接層用塗工
液によって形成される塗工層を隣接塗工層という。機能性材料含有塗工層、隣接塗工層の
形成位置について限定はなく、機能性材料含有塗工層は、該層の上側、又は下側に隣接す
る塗工層、すわなち、隣接塗工層を存在させることができ、該隣接塗工層を介した位置に
、他の塗工層を存在させることができる位置に設けられていればよい。
【００１８】
　例えば、図２（ａ）に示す形態においては、Ａ層、又はＣ層が機能性材料含有塗工層と
なり得る。具体的には、Ａ層が機能性材料含有塗工層となる場合には、Ｂ層が隣接塗工層
、Ｃ層が他の塗工層となる。一方、Ｃ層が機能性材料含有塗工層となる場合には、Ｂ層が
隣接塗工層、Ａ層が他の塗工層となる。なお、図２（ａ）に示す形態では、Ｂ層に機能性
材料含有塗工層を位置させることができない。これは、Ｂ層を機能性材料含有塗工層とし
た場合には、Ａ層、又はＣ層が隣接塗工層となるが、Ａ層の下側、又はＣ層の上側には塗
工層が存在しておらず、この場合他の塗工層が存在しなくなるためである。
【００１９】
　同様に、図２（ｂ）に示す形態においては、Ａ層、Ｂ層、Ｃ層、Ｄ層のいずれの層も機
能性材料含有塗工層となり得る。具体的には、Ａ層が機能性材料含有塗工層となる場合に
は、Ｂ層が隣接塗工層、Ｃ層が他の塗工層となる。Ｂ層が機能性材料含有塗工層となる場
合には、Ｃ層が隣接塗工層、Ｄ層が他の塗工層となる。Ｃ層が機能性材料含有塗工層とな
る場合には、Ｂ層が隣接塗工層、Ａ層が他の塗工層となる。Ｄ層が機能性材料含有塗工層
となる場合には、Ｃ層が隣接塗工層、Ｂ層が他の塗工層となる。
【００２０】
　（機能性材料含有塗工液）
　機能性材料含有塗工層を得るための機能性材料含有塗工液には、有機溶剤に加え、バイ
ンダー、機能性材料が含まれる。
【００２１】
　「有機溶剤」
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　機能性材料含有塗工液に含まれる有機溶剤について特に限定はなく、例えば、アセトン
、ジエチルエーテル、酢酸エチル、酢酸メチル、ジクロルメタン、テトラヒドロフラン、
メタノール、トルエン、メチルエチルケトン等の、塗工液の調製に用いられる有機溶剤と
して従来公知のものを適宜選択して用いることができる。以下で説明する隣接層用塗工液
、他の層を形成するための塗工液に含まれる有機溶剤についても同様である。有機溶剤は
、１種を単独で用いてもよく、２種以上を混合して用いることもできる。なお、各塗工液
に含まれる溶剤は、同じものであってもよく、異なるものであってもよい。
【００２２】
　「機能性材料」
　機能性材料は、機能性材料含有塗工液によって形成される機能性材料含有塗工層に、各
種の機能性を付与するための材料であり、本発明の製造方法によって得られる積層体が用
いられる用途に応じて適宜選択することができる。機能性材料含有塗工層に付与される機
能としては、例えば、反射防止機能、帯電防止機能、モアレ防止機能、防眩機能、剥離機
能、硬度機能等を挙げることができるが、この機能に限定されるものではない。
【００２３】
　例えば、基材上に、本発明の製造方法によって製造された積層体が設けられたものを、
反射防止フィルムとして用いる場合には、機能性材料として、各種中空粒子や、酸化チタ
ン、ジルコニア、酸化亜鉛、アルミナ、酸化アンチモン、プラスチックビーズ、シリカ等
の粒子を挙げることができる。機能性材料の粒子径や、形状、機能性材料含有塗工液中に
おける含有量についてもいかなる限定もされず、用途に応じて適宜設定すればよい。
【００２４】
　「バインダー」
　バインダーについて特に限定はなく、例えば、アクリル樹脂、ポリエステル樹脂、エポ
キシ樹脂、ポリオレフィン樹脂、スチロール樹脂、ポリアミド樹脂、ポリイミド樹脂、ポ
リアミドイミド樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリ酢酸ビニル樹脂、ポリビニルアルコール樹
脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリカーボネート樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、アル
キッド樹脂、フェノール樹脂、セルロース樹脂、ジアリルフタレート樹脂、シリコーン樹
脂、ポリアリレート樹脂、ポリアセタール樹脂、スチレン－イソプレンゴム、フッ素樹脂
、ナイロン（登録商標）等の熱可塑性樹脂や、活性エネルギー線硬化性樹脂等を挙げるこ
とができる。活性エネルギー線硬化性樹脂は、活性エネルギー線、可視光、紫外線、電子
線等の電磁波又はエネルギー線に感応して硬化する樹脂であればよい。
【００２５】
　活性エネルギー線に感応して硬化する樹脂の中でも、塗工適性に優れ、均一な大面積塗
膜を形成しやすく、かつ硬化後に高い強度の膜が得られるとの観点から、光硬化性樹脂、
特に電離放射線硬化性樹脂を好ましく使用可能である。
【００２６】
　電離放射線硬化性樹脂としては、電離放射線の照射を受けた時に、直接、又は開始剤の
作用を受けて間接的に、重合や二量化等の反応を起こす重合性官能基を有するモノマー、
オリゴマー又はポリマーを用いることができる。具体的には、アクリル基、ビニル基、ア
リル基等のエチレン性不飽和結合を有するラジカル重合性のものや、エポキシ基含有化合
物のような光カチオン重合性のものを用いることができる。また、耐擦傷性の観点からは
、１分子中に光硬化性基を２個以上有する多官能モノマーが好ましく、多官能モノマーと
しては、特にペンタエリスリトールトリアクリレート（ＰＥＴＡ）、ジペンタエリスリト
ールヘキサアクリレート（ＤＰＨＡ）、ペンタエリスリトールテトラアクリレート（ＰＥ
ＴＴＡ）、トリメチロールプロパントリアクリレート（ＴＭＰＴＡ）、ジペンタエリスリ
トールペンタアクリレート（ＤＰＰＡ）、イソシアヌル酸ＥＯ変性トリアクリレート及び
ポリエステルトリアクリレート等が好ましく用いられる。上記多官能モノマー以外にも、
例えば、特開２００８－１６５０４０号公報記載のポリアルキレンオキシド鎖含有ポリマ
ー等を用いることができる。
【００２７】
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　（他の塗工層を形成するための塗工液）
　他の塗工層を形成するための塗工液、すなわち、隣接塗工層の機能性材料含有塗工層が
設けられる面とは反対の面に設けられる塗工層を形成するための塗工液には、有機溶剤に
加え、バインダーが含まれる。以下、他の塗工層を形成するための塗工液を単に他の塗工
液という場合がある。
【００２８】
　他の塗工液に含まれる有機溶剤、及びバインダーとしては、上記で説明した機能性材料
含有塗工液に含まれる有機溶剤、バインダーと同じものを用いてもよく、異なるものを用
いてもよい。有機溶剤、バインダーは、上記機能性材料含有塗工液で説明したものを適宜
用いることができ、ここでの詳細な説明は省略する。
【００２９】
　また、他の塗工液には、さらに機能性材料が含まれていてもよい。なお、機能性材料は
任意の成分である。機能性材料は、上記機能性材料含有塗工液で説明した機能性材料と同
じものを用いてもよく、異なるものを用いてもよい。同じ機能性材料を用いる場合には、
例えば、機能性材料含有塗工液に含まれる機能性材料の含有量と、他の塗工液に含まれる
機能性材料の含有量とを異ならせることによって、積層体中に機能性の傾斜をつけること
ができる。また、異なる機能性材料を用いた場合には、本発明の製造方法で得られる積層
体に複数の機能を付与することができる。
【００３０】
　（隣接層用塗工液）
　機能性材料含有塗工層と隣接する隣接塗工層を形成するための隣接層用塗工液には、必
須の成分として有機溶剤が含まれる。隣接塗工層は、機能性材料含有塗工層の少なくとも
一方の面に設けられていればよく、双方の面に設けられていてもよい。塗工工程では、同
時重層塗工を行ったときに、隣接層用塗工液によって、機能性材料含有塗工液と、他の塗
工液とが混じり合い、機能性材料含有塗工液から他の塗工液側に機能性材料が移行するこ
とを抑制している。つまり、隣接層用塗工液は、機能性材料の移行を抑制することを主目
的とする塗工液である。なお、本発明、及び本願明細書で言う「機能性材料の移行の抑制
」とは、機能性材料含有塗工液に含まれる機能性材料が、他の塗工液に全く移行しない場
合に限られず、一部の機能性材料が他の塗工液に移行する場合も含まれる。換言すれば、
本発明は、隣接層用塗工液によって、機能性材料含有塗工液と、他の塗工液とが混ざり合
い、機能性材料が、他の塗工液中に拡散してしまうことを抑制している点に特徴を有し、
この抑制効果が図られていれば、一部の機能性材料が他の塗工液中に移行した場合であっ
ても、機能性材料の移行の抑制効果が図られているということができる。
【００３１】
　隣接層用塗工液に上記効果を付与する方法としては、例えば、（１）隣接層用塗工液の
粘度を調整することで機能性材料の移行を抑制する方法、（２）隣接層用塗工液中に機能
性材料の移行を阻害させる阻害物質を含有せしめることで、機能性材料の移行を抑制する
方法、（３）隣接層用塗工液中に機能性材料をトラップする吸着物質を含有せしめること
で、機能性材料の移行を抑制する方法等を挙げることができる。
【００３２】
　（１）隣接層用塗工液の粘度を調整する方法；
　第１の方法としては、隣接層用塗工液の粘度を調整することで、機能性材料の移行を抑
制させる方法が挙げられる。具体的には、隣接層用塗工液の粘度を、機能性材料含有塗工
液、及び他の塗工液の粘度よりも高い粘度とすることで、機能性材料の移行を抑制する方
法である。
【００３３】
　隣接層用塗工液の粘度を上げる方法としては、（ｉ)機能性材料含有塗工液、及び他の
塗工液で用いられる有機溶剤よりも粘度の高い有機溶剤を用いる方法、（ｉｉ)増粘剤を
塗工液中に含有せしめて粘度を上げる方法、（ｉｉｉ)分子量の高いバインダーを塗工液
中に含有せしめて粘度を上げる方法等を挙げることができる。なお、機能性材料含有塗工
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液、及び他の塗工液よりも粘度を上げることができれば、この方法に限定されない。なお
、上記（ｉ）、（ｉｉ）の方法を用いる場合には、バインダーを含有せしめることを特に
要しないことから、最終的に得られる隣接塗工層自体の厚みを薄くすることができ、隣接
塗工層自体に機能性を要求しない場合には好適な方法であるといえる。
【００３４】
　（２）隣接層用塗工液中に機能性材料の移行を阻害させる阻害物質を含有せしめる方法
；
　第２の方法としては、隣接層用塗工液中に機能性材料の移行を阻害させる阻害物質を含
有せしめて機能性材料の移行を抑制する方法が挙げられる。例えば、機能性材料含有塗工
液に含まれる機能性材料よりも大粒径の粒子を隣接層用塗工液中に含有せしめることで、
隣接層用塗工液中において、この大粒径の粒子が、機能性材料含有塗工液からの機能性材
料の移行を阻み、結果として、機能性材料が他の塗工液中に移行することを抑制すること
ができる。
【００３５】
　阻害物質の粒子径についても特に限定はなく、機能性材料の移行を抑制することができ
る程度の大きさとすればよい。また、阻害物質の形状についても特に限定はないが、例え
ば、鱗片形状等は、機能性材料の移行の抑制効率を向上させることができる点で好ましい
。
【００３６】
　また、この場合、隣接層用塗工液によって形成される隣接塗工層には、最終的に阻害物
質が残存することとなるが、この阻害物質として、機能性を有する材料を用いた場合には
、機能性材料の移行の抑制効果に加え、隣接塗工層自体にも機能性を付与することができ
る。例えば、機能性材料含有塗工層に含有される機能性材料として、シリカやポリスチレ
ン粒子などを用い、阻害物質として、導電性のある鱗片形状の無機粒子、例えば、Ａｇ粒
子、Ａｇ－Ｐｔ粒子、Ａｇ－Ｐｄ粒子等を用いた場合には、機能性材料含有層と、隣接塗
工層との相乗効果によって、本発明の製造方法によって得られる積層体に、光散乱効果、
硬度向上のほか、耐電防止機能を付与することができる。
【００３７】
　（３）隣接層用塗工液中に機能性材料をトラップする吸着物質を含有せしめる方法；
　第３の方法としては、隣接層用塗工液中に機能性材料をトラップする吸着物質を含有せ
しめる方法を挙げることができる。例えば、機能性材料含有塗工液に含まれる機能性材料
が金属材料等である場合には、吸着物質として、磁性を有する材料を用いることで、隣接
層用塗工液中で、機能性材料を吸着させ、他の塗工液中への機能性材料の移行を抑制する
ことができる。磁性を有する材料は、多孔質の材料であることが好ましい。多孔質の材料
を吸着物質として用いることで、該吸着物質の表面のみならず、吸着物質の内部において
も機能性材料を吸着させることができ、機能性材料の移行の抑制効果を向上させることが
できる。
【００３８】
　上記では、必須の塗工液として、機能性材料含有塗工液、隣接層用塗工液、及び他の塗
工液について説明を行ったが、機能性材料含有塗工液、隣接層用塗工液、及び他の塗工液
が上記で説明した形成位置に塗工されるとの条件を満たせば、これ以外の塗工液を用いて
４以上の層が積層されてなる積層体を、同時重層塗工法によって形成することもできる。
【００３９】
　（同時重層塗工）
　上記で説明した、機能性材料含有塗工液、隣接層用塗工液、及び他の塗工液を同時重層
塗工する方法について特に限定はなく、スロットダイコーター、カーテンコーター、スラ
イドコーター、ロールコーター等の従来公知の各種装置を適宜用いて塗工することができ
る。この方法は、同時多層塗布と称される場合もある。なお、本発明の製造方法で言う同
時重層塗工には、１つの塗工液を塗工し、乾燥工程を経ることなく、順次他の塗工液を塗
工していくいわゆるＷｅｔ　ｏｎ　Ｗｅｔと称される方法も含まれる。
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【００４０】
　各塗工液の塗工量についても特に限定はなく、積層体が用いられる用途や、各種の機能
を発揮し得る範囲で適宜設定することができる。なお、上述したように、隣接塗工層に機
能性材料の抑制効果以外の機能が要求されない場合には、機能性材料の移行を抑制するこ
とができる範囲内で、塗工量を少なくすることが望ましい。
【００４１】
　（基材）
　本工程で用いられる基材についても特に限定はなく、塗工層を支持することができるも
のであればよい。例えば、本発明の製造方法によって製造される積層体が反射防止フィル
ムの用途である場合には、基材として、セルロースアシレート、セルロースアセテート、
シクロオレフィンポリマー、アクリレート系ポリマー、又はポリエステルを主体とするも
のを挙げることができる。なお、「主体とする」とは、基材構成成分の中で最も含有割合
が高い成分を示すものである。
【００４２】
　基材の厚みについて特に限定はないが、反射防止フィルム用途として用いる場合には、
その厚さは、通常、２０μｍ以上３００μｍ以下、好ましくは３０μｍ以上２００μｍ以
下である。また、基材は、コロナ放電処理、酸化処理等の物理的な処理の他、アンカー剤
又はプライマー剤等の塗工処理が施されたものであってもよい。
【００４３】
　＜乾燥工程（Ｓ２）＞
　乾燥工程（Ｓ２）は、上述した塗工工程（Ｓ１）で得られた各塗工層を乾燥する工程で
ある。具体的には、各塗工層に含まれる有機溶剤を除去する工程である。本工程を経るこ
とで、機能性が付与された積層体が、基材上に形成される。図３は、本発明の製造方法に
よって、基材１上に形成された積層体１０を示す概略断面図であり、最上層が、機能性材
料を含む層１１となっており、層１２が、隣接層用塗工液によって形成された層であり、
この層の存在によって、最下層である層１３への機能性材料の移行が抑制されている。
【００４４】
　乾燥方法について特に限定はなく、例えば、ホットプレート、オーブン、加熱炉、赤外
線ヒーター、ハロゲンヒーター、熱風送風機等を使用することができる。乾燥温度につい
ても特に限定はなく、溶剤を除去することができる温度とすればよい。
【００４５】
　また、本工程における乾燥は、ペクレ数が１以上となる条件で行うことが好ましい。当
該条件で乾燥を行うことで、乾燥時における機能性材料の拡散を防止でき、機能性材料の
移行がさらに効果的に抑制された積層体を製造することができる。ペクレ数とは、ブラウ
ン運動と乾燥過程に伴い塗工層が収縮することにより発生する流動の比を表す無次元数で
、下記数式１で表される。なお、ブラウン運動とは、熱運動によって引き起こされる粒子
の運動で、溶液中の粒子と溶媒分子がランダムな衝突によってランダムな移動が生じ、粒
子は溶液中に拡散していく現象のことをいう。
【００４６】
【数１】

【００４７】
　また、上記塗工工程（Ｓ１）終了後、本工程を行うまでの時間は１分以内であることが
好ましく、塗工後直ちに本工程を行うことが特に好ましい。
【００４８】
　以上、本発明の積層体の製造方法について、反射防止フィルム用途に用いられる場合を
中心に説明を行ったが、これに限定されることはなく、帯電防止フィルム、防塵フィルム
等の用途に用いられる積層体を製造することもできる。この場合、フィルムに要求される
機能に応じて、適宜機能性材料を選択すればよい。
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【符号の説明】
【００４９】
　１・・・基材
　１０・・・積層体

【図１】

【図２】

【図３】
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